
附帯決議（平成２５年１１月２７日 衆議院厚生労働委員会） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 
 

一 医師又は歯科医師から交付された処方箋により調剤された薬剤については、その効能・効果等におい

て人体に対する作用が著しく、重篤な副作用が生じるおそれがあることから、その適正な使用を通じて国

民の生命及び健康を確保するため、調剤された薬剤を患者又は看護に当たっている者に販売又は授与

する際に、その場所で薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見に基づく指導等

を行うことを義務付ける仕組みを今後とも堅持すること。 
 

二 国民の生命、健康及び安心を確保する観点から、一般用医薬品のインターネット販売に関する広告、販

売、配送等において厚生労働大臣が定める遵守事項が確保され、また、違法なインターネット販売が行わ

れることがないよう、これまで以上に薬事監視員による監視指導を徹底するとともに、国民に対する周知の

徹底や注意喚起に努めること。 
 

三 一般用医薬品がインターネットモールを通じて売買される現状に鑑み、医療に関わる個人情報が厳格

に守られること、また、過剰な購入を誘発させないための措置等について実効性が確保できるようモール

運営者に協力を求めること。 
 

四 これまでの薬害被害を深く反省し、国民の健康被害の発生及び拡大を未然に防止する観点から、医薬

品による副作用又はその疑いがある症例については、研究開発から市販後の各段階における情報の収

集に万遺漏なきを期すとともに、情報の整理、分析及び評価を迅速に行い、医薬品の安全性及び適正な

使用が十分に確保されるよう取り組むこと。 


